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I. その後のネット依存外来 

2008年、我々研究チームは、厚生労働省の科学研究の一環として、成人を対象とした調査を行い、

わが国成人人口におけるネット嗜癖傾向にある人が、合計 271万人にのぼると推計しました２）。し

かし、ネット嗜癖は未成年者に多い事を考慮すると、わが国全体では、この数値は大きく膨らむこ

とが予想されました。 

諸外国とおなじように、わが国でもこの問題が深刻になってきていることをうけ、久里浜医療セ

ンターでは、長年の依存症治療の知見がわが国におけるこの問題の対策にいくばくか貢献できるの

ではないかと考え、2011年 7月、ネット依存治療専門外来を立ち上げました。 

それから約 3年が経過し、約 300例の受診者がおみえになりましたが、開設当初と比べると、お

みえになる患者さんの年齢層が低下し、その様相も、デスクトップのハイスペックパソコンでする

ようなオンラインゲームを何日も続けてやるような依存から、ゲームに限らず、Twitter や Line、

動画などの様々なコンテンツを次々と渡り歩きながら、日常生活を送りつつも片時もスマホを手放

さないような依存へと大きく様変わりしてきたようです。 

総務省発表の通信利用動向調査によると、平成 24 年の 1 年間に、インターネットを利用した

ことのある人の比率である国内のインターネット利用率は、79.5％にのぼるとのことです。さらに、

同調査によると、平成 23年末から平成 24年末の一年間で、スマホを利用していた割合は、13才か

ら 19才では 18.2％であったものが 47.9％に、20 代では 44.9％であったものが実に 70.6％に急上

昇しています。 

また、我々研究チームは、2012 年に、中高生約 10 万人を対象とした調査を行っています３）。こ

の調査では、全国の中学校約 1万校、高等学校約 5 千校から無作為に中学校 140 校、高等学校 124

校を抽出し調査しました。ネット嗜癖の推定には Young４）により作成された DQ(Diagnostic 

Questionnaire)の邦訳版を使用しました。この結果、全国の中高生のうちネット嗜癖の強く疑われ

る者が、51万 8千人にのぼることが明らかになりました。 

同じ質問紙を使って、ヨーロッパ 11 か国の平均年齢 15 才の 12,000 人を対象とした調査があり

ます１）。この結果と比較すると、わが国のほうがヨーロッパの青少年よりもネット依存傾向にある

者の数が高いこと、特にわが国においては女子にネット依存傾向のある者がより多いことが明らか

になりました。おそらく、日本の中高生、特に女子では、LINEなどの SNSサービスを利用すること

が増えているからではないかと考えられます。 

 

II. 諸外国における現状 

 今のような現状は日本に限られるのでしょうか。ネット依存に関し、諸外国はどのような状況に

あるのでしょうか。 

 平成 25年に当院が主催し、横浜で開催した、第 2回ネット依存国際ワークショップにお越しい

ただいた、タイ政府の Varoth 氏によると、タイ国内のネット利用割合は約 25％ほどと、日本ほど

高くないものの、2005年の調査で、バンコクなどでのオンラインゲーム依存が、150万人にのぼる

との調査もあるとのご講演がありました。 

 同じく、ベルギーからお越しいただいた、Joel Billeux氏によると、思春期の有病率の調査では、

イタリアで 0.8％、トルコで 5.0％、ノルウェーで 2.0～8.7％、フィンランドで 1.4～1.7％、イギ

リスで 5.3～14.7％と、ヨーロッパ各国でもネット依存が問題になってきているとのことです。 

 この問題で、日本の 10年先を行くと言われている韓国では、9才から 39才の国民を対象とした
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大規模な全国調査が 2004年から実施されており、2012年の調査では、その 7.2％にネット依存傾

向がみられたとのことです。さらに、2012年の調査では、5才から 9才の 7.3％、10代の 10.7％に

ネット依存傾向が見られたとのことで、ネット依存の低年齢化が進んでいるようです。韓国では、

ネット依存の予防として、シャットダウン制が行われています。これは、オンラインゲームを使用

するためには支給された ID が必要で、その IDで 16才以下であるものは、夜中 12 時から朝 6時ま

で強制的にシャットダウンされてしまう、というもので、通称“シンデレラ法”と言われています。

また、全国に、ネット依存に対する相談の研修を受けたカウンセラーの常駐するネット依存専門の

相談機関があったり、指定された病院がネット依存治療にあたっていたり、11泊 12日の Rescue 

School という合宿形式の治療が行われていたりと、予防教育にも治療にも、国をあげて取り組んで

います。 

 2013年 12月、筆者が、文科省の事業で行かせていただいたドイツでは、ネットの普及率はほぼ

100％に近いようでしたが、民間団体による予防教育がさかんに行われていたり、ネット依存の問

題として取り扱う前に家族の問題として扱い、家族療法がさかんに行われているようで、18才以下

の年齢でのネット依存の問題は少ないようでした。一方で、18才以上では、ネット依存の治療に取

り組んでいる病院が、国内に 2か所あるとのことで、その一つに見学に訪れましたが、グループ治

療や運動療法など、充実したプログラムが行われていました。 

 

III. 予防教育 

  予防には包括的な対策が必要と考えています。韓国のシャットダウン制度のようなアクセス制

限、サービス提供者側の倫理的配慮、地域や学校での予防教育や相談に対応できる人材の育成や、

それらの提供システムの構築、予防教育モジュールの作成などです。わが国においては、ネット依

存に対する予防対策はまだこれからの分野です。しかしいくつか動き出している対策もあります。 

 これらのうち、学校で行う予防教育の手引きと、教材とする DVDを昨年度、作成し、今年度より

使用できるようになっています。また、日本版 Rescue School も今年度より開始する予定でおりま

す。 

 さらに、ネットの使用制限に関しては、地域での独自の取り組みも始まっているようです。たと

えば 

今年 3月、愛知県刈谷市の全小中学校が、夜 9時以降の携帯、スマホ禁止を各家庭に求めると決め

たことが全国的に話題になりました。その後の報道でも、功を奏しているとの様子が伝えられてい

ます。 

 今後も、医療のみならず、教育や福祉などの多くの分野が連携し、予防や対策、支援に乗り出し

ていくことが求められていると思います。 
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